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７月２７日に開幕したロンドンオリンピック。近代オリンピックの歴史は、１８９６年の第
１回アテネ大会に始まり、夏季大会としては今回で３０回目の開催です。第１回開催当時は、先
進国を中心にわずか１４カ国の参加でしたが、時代とともに参加国は増え、今大会では２０４の
国と地域にまで拡大しています。２００８年の北京大会以前は、成長国*・新興国での開催は稀

たが 今後は冬季 夏季を含め 年に （ チ） 年にブ ジでしたが、今後は冬季・夏季を含めて、２０１４年にロシア（ソチ）、２０１６年にブラジル
（リオデジャネイロ）、２０１８年に韓国（平昌）と、3連続で成長国での開催が決まっており、
成長国の勢いを感じさせます。

オリンピック最大の話題とも言えるメダルの行方についても、成長国のメダル獲得数は増加
しています。２０００年シドニー大会と２００８年の北京大会を比べると、成長国８ヵ国合計で
33個増 元々メダル獲得数の多い中国とロシアを除いた６ヵ国でも７個の増加でした33個増、元々メダル獲得数の多い中国とロシアを除いた６ヵ国でも７個の増加でした。

オリンピックで成長国が躍進するようになった背景には、経済成長により国民の生活水準が
向上し、スポーツ人口が増えたこともあるでしょう。また国が豊かになることで、スポーツ科学
が発展し、国家によるスポーツ振興策も強化されるようになったことも大きな要因です。例えば、
中国のスポーツに関する財政支出は年々増加傾向にあります。また、韓国では１９８９年に韓国
体育科学研究院が設立され、科学技術を取り入れた高度なスポーツ振興策が展開されています。

経済発展著しい成長国が今回の大会でどれだけのメダルを獲得できるのか、大いに注目です。

＊ ｢成長国｣とは、ゴールドマン・サックスが提唱する今後世界経済の成長を牽引するであろう8ヵ国(ブラジル、ロシア、
インド、中国、韓国、トルコ、メキシコ、インドネシア)を指す。

２０００年以降のオリンピック開催国 中国のスポーツ関連の財政支出
（単位：億元）

成長国について詳しくはこちらから www.gsam.co.jp成長国について詳しくはこちらから www.gsam.co.jp

（出所）中華人民共和国財政部（出所）国際オリンピック委員会
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